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【事務連絡者氏名】 谷澤　儀彦

【電話番号】 03-6267-1955

【届出の対象とした募集(売出)

内国投資信託受益証券に係る

ファンドの名称】

好利回り円債・短期戦略ファンド（年４回決算型）

【届出の対象とした募集(売出)

内国投資信託受益証券の金額】

当初申込期間：年４回決算型および年１回決算型の合計で300

億円を上限とします。

継続申込期間：年４回決算型および年１回決算型の合計で１兆

円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

本日、有価証券報告書を提出いたしましたので、2025年10月８日をもって提出した有価証券届出書（以

下「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項の一部訂正を行

うため、本訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。
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第二部【ファンド情報】

　

第１【ファンドの状況】

　

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

＜訂正前＞

① 当ファンドは、インカム収益の確保と信託財産の成長をめざして運用を行います。

 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類の方法において、以下の商品分類お

よび属性区分に該当します。

 

（略）

 

・商品分類の定義について

単位型・

追加型

単位型 当初、募集された資金が一つの単位として信託され、その後の追加

設定は一切行われないファンドをいいます。

 追加型 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の

信託財産とともに運用されるファンドをいいます。

投資対象

地域

国内 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に国内の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいま

す。

 海外 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に海外の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいま

す。

 内外 目論見書または信託約款において、国内および海外の資産による投

資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいいます。

投資対象

資産

株式 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に株式を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 債券 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に債券を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 不動産投信

（リート）

目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に不動産投資信託の受益証券および不動産投資法人の投資

証券を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 その他資産 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に株式、債券および不動産投信以外の資産を源泉とする旨

の記載があるものをいいます。

 資産複合 目論見書または信託約款において、株式、債券、不動産投信および

その他資産のうち複数の資産による投資収益を実質的に源泉とする

旨の記載があるものをいいます。

※上記定義は一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成し

たものです。

 

・属性区分の定義について

投資対象

資産

株式 一般 次の大型株、中小型株属性にあてはまらない全てのものをいいま

す。

  大型株 目論見書または信託約款において、主として大型株に投資する旨の

記載があるものをいいます。

  中小型株 目論見書または信託約款において、主として中小型株に投資する旨

の記載があるものをいいます。

 債券 一般 次の公債、社債、その他債券属性にあてはまらない全てのものをい

います。
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  公債 目論見書または信託約款において、日本国または各国の政府の発行

する国債（地方債、政府保証債、政府機関債、国際機関債を含みま

す。以下同じ。）に主として投資する旨の記載があるものをいいま

す。

  社債 目論見書または信託約款において、企業等が発行する社債に主とし

て投資する旨の記載があるものをいいます。

  その他

債券

目論見書または信託約款において、公債または社債以外の債券に主

として投資する旨の記載があるものをいいます。

  クレジッ

ト属性

目論見書または信託約款において、上記の一般、公債、社債、その

他債券の「発行体」による区分のほか、特にクレジットに対して明

確な記載があるものについては、その区分に加え「高格付債」「低

格付債」等を併記することも可とします。

 不動産投信 目論見書または信託約款において、主として不動産投信に投資する

旨の記載があるものをいいます。

 その他資産 目論見書または信託約款において、組入れている資産を記載しま

す。

 資産複合 資産配分

固定型

目論見書または信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入

比率については固定的とする旨の記載があるものをいいます。

  資産配分

変更型

目論見書または信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入

比率については、機動的な変更を行う旨の記載があるものもしくは

固定的とする旨の記載がないものをいいます。

決算頻度 年１回 目論見書または信託約款において、年１回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年２回 目論見書または信託約款において、年２回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年４回 目論見書または信託約款において、年４回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年６回（隔月） 目論見書または信託約款において、年６回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年12回（毎月） 目論見書または信託約款において、年12回（毎月）決算する旨の記

載があるものをいいます。

 日々 目論見書または信託約款において、日々決算する旨の記載があるも

のをいいます。

 その他 上記属性にあてはまらない全てのものをいいます。

投資対象

地域

グローバル 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が世界

の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 日本 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が日本

の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 北米 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が北米

地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 欧州 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が欧州

地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 

 

 

アジア 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が日本

を除くアジア地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいま

す。

 オセアニア 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益がオセ

アニア地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 中南米 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が中南

米地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 アフリカ 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益がアフ

リカ地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 中近東（中東） 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が中近

東地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。
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 エマージング 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益がエ

マージング地域（新興成長国（地域））の資産を源泉とする旨の記

載があるものをいいます。

投資形態 ファミリーファン

ド

目論見書または信託約款において、親投資信託（ファンド・オブ・

ファンズにのみ投資されるものを除きます。）を投資対象として投

資するものをいいます。

 ファンド・オブ・

ファンズ

一般社団法人投資信託協会が定める「投資信託等の運用に関する規

則」第２条に規定するファンド・オブ・ファンズをいいます。

為替

ヘッジ

あり 目論見書または信託約款において、為替のフルヘッジまたは一部の

資産に為替のヘッジを行う旨の記載があるものをいいます。

 なし 目論見書または信託約款において、為替のヘッジを行わない旨の記

載があるものまたは為替のヘッジを行う旨の記載がないものをいい

ます。

※上記定義は一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成し

たものです。

 

②　（略）

 

③ ファンドの特色

（略）
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（以下略）

 

＜訂正後＞

① 当ファンドは、インカム収益の確保と信託財産の成長をめざして運用を行います。

 

当ファンドは、一般社団法人資産運用業協会が定める商品分類の方法において、以下の商品分類

および属性区分に該当します。

 

（略）
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・商品分類の定義について

単位型・

追加型

単位型 当初、募集された資金が一つの単位として信託され、その後の追加

設定は一切行われないファンドをいいます。

 追加型 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の

信託財産とともに運用されるファンドをいいます。

投資対象

地域

国内 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に国内の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいま

す。

 海外 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に海外の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいま

す。

 内外 目論見書または信託約款において、国内および海外の資産による投

資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいいます。

投資対象

資産

株式 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に株式を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 債券 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に債券を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 不動産投信

（リート）

目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に不動産投資信託の受益証券および不動産投資法人の投資

証券を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 その他資産 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益

が実質的に株式、債券および不動産投信以外の資産を源泉とする旨

の記載があるものをいいます。

 資産複合 目論見書または信託約款において、株式、債券、不動産投信および

その他資産のうち複数の資産による投資収益を実質的に源泉とする

旨の記載があるものをいいます。

※上記定義は一般社団法人資産運用業協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成

したものです。

 

・属性区分の定義について

投資対象

資産

株式 一般 次の大型株、中小型株属性にあてはまらない全てのものをいいま

す。

  大型株 目論見書または信託約款において、主として大型株に投資する旨の

記載があるものをいいます。

  中小型株 目論見書または信託約款において、主として中小型株に投資する旨

の記載があるものをいいます。

 債券 一般 次の公債、社債、その他債券属性にあてはまらない全てのものをい

います。

  公債 目論見書または信託約款において、日本国または各国の政府の発行

する国債（地方債、政府保証債、政府機関債、国際機関債を含みま

す。以下同じ。）に主として投資する旨の記載があるものをいいま

す。

  社債 目論見書または信託約款において、企業等が発行する社債に主とし

て投資する旨の記載があるものをいいます。

  その他

債券

目論見書または信託約款において、公債または社債以外の債券に主

として投資する旨の記載があるものをいいます。

  クレジッ

ト属性

目論見書または信託約款において、上記の一般、公債、社債、その

他債券の「発行体」による区分のほか、特にクレジットに対して明

確な記載があるものについては、その区分に加え「高格付債」「低

格付債」等を併記することも可とします。

 不動産投信 目論見書または信託約款において、主として不動産投信に投資する

旨の記載があるものをいいます。
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 その他資産 目論見書または信託約款において、組入れている資産を記載しま

す。

 資産複合 資産配分

固定型

目論見書または信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入

比率については固定的とする旨の記載があるものをいいます。

  資産配分

変更型

目論見書または信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入

比率については、機動的な変更を行う旨の記載があるものもしくは

固定的とする旨の記載がないものをいいます。

決算頻度 年１回 目論見書または信託約款において、年１回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年２回 目論見書または信託約款において、年２回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年４回 目論見書または信託約款において、年４回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年６回（隔月） 目論見書または信託約款において、年６回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

 年12回（毎月） 目論見書または信託約款において、年12回（毎月）決算する旨の記

載があるものをいいます。

 日々 目論見書または信託約款において、日々決算する旨の記載があるも

のをいいます。

 その他 上記属性にあてはまらない全てのものをいいます。

投資対象

地域

グローバル 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が世界

の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 日本 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が日本

の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 北米 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が北米

地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 欧州 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が欧州

地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 

 

 

アジア 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が日本

を除くアジア地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいま

す。

 オセアニア 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益がオセ

アニア地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 中南米 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が中南

米地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 アフリカ 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益がアフ

リカ地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 中近東（中東） 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が中近

東地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

 エマージング 目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益がエ

マージング地域（新興成長国（地域））の資産を源泉とする旨の記

載があるものをいいます。

投資形態 ファミリーファン

ド

目論見書または信託約款において、親投資信託（ファンド・オブ・

ファンズにのみ投資されるものを除きます。）を投資対象として投

資するものをいいます。

 ファンド・オブ・

ファンズ

一般社団法人資産運用業協会が定める「投資信託等の運用に関する

規則」第２条に規定するファンド・オブ・ファンズをいいます。

為替

ヘッジ

あり 目論見書または信託約款において、為替のフルヘッジまたは一部の

資産に為替のヘッジを行う旨の記載があるものをいいます。

 なし 目論見書または信託約款において、為替のヘッジを行わない旨の記

載があるものまたは為替のヘッジを行う旨の記載がないものをいい

ます。

※上記定義は一般社団法人資産運用業協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成

したものです。
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②　（略）

 

③ ファンドの特色

（略）
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（以下略）
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（２）【ファンドの沿革】

＜訂正前＞

2025年10月31日　　　　　 当初設定日、信託契約締結、運用開始（予定）

 

＜訂正後＞

2025年10月31日　　　　　 当初設定日、信託契約締結、運用開始

 

（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

① （略）

 

② 委託会社の概況（2025年７月末現在）

1. 資本金の額　　　　　1億4,050万円

2. 沿革

2004年4月 8日 エムエフシー・グローバル・インベストメント・マネジメ

ント・ジャパン株式会社設立

2005年10月7日 社団法人日本証券投資顧問業協会※加入

2007年9月30日 投資運用業、投資助言・代理業登録

2011年1月11日 マニュライフ・アセット・マネジメント株式会社に商号変

更

2016年4月28日 第二種金融商品取引業登録

2016年7月 1日 マニュライフ・インベストメンツ・ジャパン株式会社と合

併、一般社団法人投資信託協会加入

2017年10月2日 一般社団法人第二種金融商品取引業協会加入

2020年4月 1日 マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社

に商号変更

※2012年7月2日付けで一般社団法人日本投資顧問業協会に変更になっています。

3. 大株主の状況

名称 住所 持株数 持株比率

マニュライフ生命保険株式会社 東京都新宿区西新宿三丁目20番2号 627株 100％

 

＜訂正後＞

① （略）

 

② 委託会社の概況（2026年４月末現在）

1. 資本金の額　　　　　1億4,050万円

2. 沿革

2004年4月 8日 エムエフシー・グローバル・インベストメント・マネジメ

ント・ジャパン株式会社設立

2005年10月7日
社団法人日本証券投資顧問業協会

※1
加入

2007年9月30日 投資運用業、投資助言・代理業登録

2011年1月11日 マニュライフ・アセット・マネジメント株式会社に商号変

更

2016年4月28日 第二種金融商品取引業登録
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2016年7月 1日 マニュライフ・インベストメンツ・ジャパン株式会社と合

併、一般社団法人投資信託協会
※2
加入

2017年10月2日 一般社団法人第二種金融商品取引業協会加入

2020年4月 1日 マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社

に商号変更

※1 2012年7月2日付けで一般社団法人日本投資顧問業協会に、2026年4月1日付けで

一般社団法人資産運用業協会に変更になっています。

※2 2026年4月1日付けで一般社団法人資産運用業協会に変更になっています。

3. 大株主の状況

名称 住所 持株数 持株比率

マニュライフ生命保険株式会社 東京都新宿区西新宿三丁目20番2号 327株 100％

 

２【投資方針】

（３）【運用体制】

＜訂正前＞

 
 

商品政策会議
商品企画部が策定した運用の基本方針およびファンドの設定・償還

に関する事項について、決議を行います。

リスク管理委員会

法務・コンプライアンス部は、法令・諸規則、信託約款、運用のガ

イドライン等の遵守状況をモニタリングし、その結果を総合企画室

オペレーショナルリスク管理担当者に報告します。流動性リスク管

理担当部署は、組入資産の流動性リスクをモニタリングし、閾値を

超えている場合には当委員会に報告します。

当委員会は、ガイドラインモニタリングにより必要と認められた場

合、関連部署に改善等の指示を行います。また流動性リスク管理態

勢が不十分であると判断した場合には、適切に態勢の見直し等を行

う等の必要な措置をとることを総合企画室オペレーショナルリスク

管理担当者に指示し、その実施状況を確認します。

※上記の会議および委員会は、代表取締役、商品企画部長、担当する運用部長、担当する営業部

長、オペレーション部長、法務・コンプライアンス部長、総合企画室オペレーショナルリスク管

理担当者および関連部署の代表者により構成されています。

※上記体制は、2025年７月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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（以下略）

 

＜訂正後＞

 
 

商品政策会議
商品企画部が策定した運用の基本方針およびファンドの設定・償還

に関する事項について、決議を行います。

リスク管理委員会

法務・コンプライアンス部は、法令・諸規則、信託約款、運用のガ

イドライン等の遵守状況をモニタリングし、その結果を総合企画室

オペレーショナルリスク管理担当者に報告します。流動性リスク管

理担当部署は、組入資産の流動性リスクをモニタリングし、閾値を

超えている場合には当委員会に報告します。

当委員会は、ガイドラインモニタリングにより必要と認められた場

合、関連部署に改善等の指示を行います。また流動性リスク管理態

勢が不十分であると判断した場合には、適切に態勢の見直し等を行

う等の必要な措置をとることを総合企画室オペレーショナルリスク

管理担当者に指示し、その実施状況を確認します。

※上記の会議および委員会は、代表取締役、商品企画部長、担当する運用部長、担当する営業部

長、オペレーション部長、法務・コンプライアンス部長、総合企画室オペレーショナルリスク管

理担当者および関連部署の代表者により構成されています。

※上記体制は、2026年４月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（以下略）

 

（５）【投資制限】

＜訂正前＞

＜信託約款に定められた投資制限＞

①～⑤ （略）

⑥ 一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクス

ポージャー及びデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則

としてそれぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合に

は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととしま

す。

⑦～⑨ （略）

 

＜法令に基づく投資制限＞
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同一法人の発行する株式について、委託会社が運用する投資信託全体で、その企業の議決権の過半

数を保有することとなる取引は行いません。（投資信託及び投資法人に関する法律）

 

＜参考＞マザーファンドの概要

（１）（略）

 

（２）主な投資制限

①～⑤ （略）

⑥ 一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクス

ポージャー及びデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則

としてそれぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合に

は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととしま

す。

⑦～⑧ （略）

 

＜訂正後＞

＜信託約款に定められた投資制限＞

①～⑤ （略）

⑥ 一般社団法人資産運用業協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エク

スポージャー及びデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原

則としてそれぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合に

は、一般社団法人資産運用業協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととしま

す。

⑦～⑨ （略）

 

＜法令に基づく投資制限＞

同一法人の発行する株式について、委託会社が運用する投資信託全体で、その企業の議決権の過半

数を保有することとなる取引は行いません。（投資信託及び投資法人に関する法律）

 

＜参考＞マザーファンドの概要

（１）（略）

 

（２）主な投資制限

①～⑤ （略）

⑥ 一般社団法人資産運用業協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エク

スポージャー及びデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原

則としてそれぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合に

は、一般社団法人資産運用業協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととしま

す。

⑦～⑧ （略）
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３【投資リスク】

＜訂正前＞

（１）（略）

 

（２）投資リスクに対する管理体制

　　◆　リスク管理関連の会議

 

 

リスク管理委員会

法務・コンプライアンス部は、法令・諸規則、信託約款、運用のガ

イドライン等の遵守状況をモニタリングし、その結果を総合企画室

オペレーショナルリスク管理担当者に報告します。流動性リスク管

理担当部署は、組入資産の流動性リスクをモニタリングし、閾値を

超えている場合には当委員会に報告します。

当委員会は、ガイドラインモニタリングにより必要と認められた場

合、関連部署に改善等の指示を行います。また流動性リスク管理態

勢が不十分であると判断した場合には、適切に態勢の見直し等を行

う等の必要な措置をとることを総合企画室オペレーショナルリスク

管理担当者に指示し、その実施状況を確認します。

※上記の委員会は、代表取締役社長、債券運用本部長、株式運用部長、機関投資家営業部長、投信営

業部長、商品企画部長、オペレーション部長、法務・コンプライアンス部長、総合企画室オペレー

ショナルリスク管理担当者、人事部長および経理部長により構成されています。

※上記体制は、2025年７月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（３）参考情報
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＜訂正後＞

（１）（略）

 

（２）投資リスクに対する管理体制

　　◆　リスク管理関連の会議
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リスク管理委員会

法務・コンプライアンス部は、法令・諸規則、信託約款、運用のガ

イドライン等の遵守状況をモニタリングし、その結果を総合企画室

オペレーショナルリスク管理担当者に報告します。流動性リスク管

理担当部署は、組入資産の流動性リスクをモニタリングし、閾値を

超えている場合には当委員会に報告します。

当委員会は、ガイドラインモニタリングにより必要と認められた場

合、関連部署に改善等の指示を行います。また流動性リスク管理態

勢が不十分であると判断した場合には、適切に態勢の見直し等を行

う等の必要な措置をとることを総合企画室オペレーショナルリスク

管理担当者に指示し、その実施状況を確認します。

※上記の委員会は、代表取締役社長、債券運用本部長、株式運用部長、機関投資家営業部長、投信営

業部長、商品企画部長、オペレーション部長、法務・コンプライアンス部長、総合企画室オペレー

ショナルリスク管理担当者、人事部長および経理部長により構成されています。

※上記体制は、2026年４月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（３）参考情報
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４【手数料等及び税金】

（５）【課税上の取扱い】

原届出書「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　４ 手数料等及び税金　（５）課税上の取扱

い」につきましては、以下の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

課税上は、株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場

合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。

当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱い

が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

 

①　 個人の受益者に対する課税

対象 課税対象 所得の種類 税率等

収益分配金 普通分配金 配当所得
源泉徴収（申告不要）20.315％

(所得税15.315％　地方税5.000％)

一部解約金
譲渡益 譲渡所得 申告分離課税

※
　20.315％

償還金 (所得税15.315％　地方税5.000％)

※原則として確定申告が必要ですが、特定口座（源泉徴収あり）をご利用の場合は、源泉徴収され、

申告不要制度が適用されます。

・収益分配金に対する課税は、確定申告を行うことにより総合課税または申告分離課税のいずれかを

選択することもできます。

・配当控除の適用はありません。

 

［損益通算について］

換金（解約時）および償還時の差損（譲渡損失）については、確定申告等により上場株式等の譲渡

益、上場株式等の配当等および特定公社債等（公募公社債投資信託を含みます。）の利子所得等（申

告分離課税を選択したものに限ります。）との通算が可能です。また、換金（解約時）および償還時

の差益（譲渡益）、普通分配金および特定公社債等の利子所得等（申告分離課税を選択したものに限

ります。）については、上場株式等の譲渡損失と損益通算が可能です。詳しくは、販売会社にお問い

合わせ下さい。

＊少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、少額上場株式等に関する非課税制度であり、一定の額

を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得お

よび譲渡所得が無期限で非課税となります。

ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設し、税法上の要件を満たした商品を購入するな

ど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。

 

② 法人の受益者に対する課税

 所得税法上の対象額 税率等

収益分配金 普通分配金額

源泉徴収15.315％（所得税）一部解約金 解約価額の個別元本超過額

償還金 償還価額の個別元本超過額
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　・税額控除制度が適用されます。なお、法人税の益金不算入制度は適用されません。

　その他、詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。

 

＊上記は2026年４月末現在のものであり、税法が改正された場合等には、税率等が変更になる場合が

あります。

＊税金の取扱いの詳細については、税務の専門家にご確認されることをお勧めします。

 

◆　個別元本について

1. 追加型株式投資信託について、受益者ごとの信託時の受益権の価額等(申込手数料および当該申

込手数料にかかる消費税等相当額は含まれません。）が当該受益者の元本（個別元本）にあた

ります。

2. 受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託を行

うつど、当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

3. ただし、同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合や同一販売会社であっても複数支店等で

同一ファンドを取得する場合等は、個別元本の算出方法が異なる場合があります。

4. 受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から

当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。

（「元本払戻金（特別分配金）」については、下記の「◆収益分配金の課税について」をご参

照下さい。）

＊詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。

 

－まとめ－

 購入形態 個別元本の計算

原　　則 同一ファンドを１回ご購入した場合 ご購入時のファンドのご購入価額

例　　外

同一のファンドを複数回ご購入した場合 原則として、ファンドのご購入のつど、加重平

均により再計算

同一のファンドを複数の販売会社でご購入

した場合
販売会社ごとに算出

同一販売会社の複数の口座で同一ファンド

をご購入した場合
口座ごとに算出される場合があります。

◆　収益分配金の課税について

●　分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配

金）」（受益者ごとの元本の一部払戻しに相当する部分）があります。

●　受益者が収益分配金を受取る際

① 収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の１口当たりの個別元本と同額かまたは上回っている場

合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となります。

② 収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の１口当たりの個別元本を下回っている場合には、収益

分配金の範囲内でその下回っている部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、収益分配金

から元本払戻金（特別分配金）を控除した金額が普通分配金となります。

なお、収益分配金発生時に、その個別元本から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、そ

の後の受益者の個別元本となります。
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＜分配金に関するイメージ図＞

＊上記の図表はイメージ図であり、収益分配金を保証するものではありません。

税法が改正された場合等には、上記の記載が変更になる場合があります。
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５【運用状況】

原届出書「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　５ 運用状況」につきましては、以下の記載

内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

以下は当ファンドの2026年４月30日現在の運用状況であります。

また、投資比率は、小数第3位を切り捨てているため、当該比率の合計が合わない場合があります。

 

（１）【投資状況】

資産の種類 国／地域 時価合計(円) 投資比率(％)

親投資信託受益証券 日本 3,151,859,343 100.10

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － △3,163,047 △0.10

合計(純資産総額) － 3,148,696,296 100.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.主要銘柄の明細

順

位

国／

地域
種類 銘柄名 数量

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本
親投資信託

受益証券

好利回り円債・短期戦略

マザーファンド
3,153,436,062 0.9979 3,146,833,517 0.9995 3,151,859,343 100.10

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価額の比率です。

 

ロ.投資有価証券の種類別投資比率

種類 投資比率(％)

親投資信託受益証券 100.10

合計 100.10

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類の評価額の比率です。

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

 

（参考）好利回り円債・短期戦略マザーファンド

（１）投資状況

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

社債券 日本 15,104,442,600 97.59

フランス 98,670,000 0.63

小計 15,203,112,600 98.23

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 272,995,717 1.76

合計(純資産総額) ― 15,476,108,317 100.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。
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（２）投資資産

① 投資有価証券の主要銘柄

イ.主要銘柄の明細

順
位
国／
地域

種類 銘柄名
数量又は
額面総額

帳簿価額
単価
(円)

帳簿価額
金額
(円)

評価額
単価
(円)

評価額
金額
(円)

利率
(％)

償還期限
投資
比率
(％)

1 日本 社債券 第１回日本航
空株式会社利
払繰延条項・
期限前償還条
項付無担保社

1,200,000,000 98.10 1,177,310,000 97.72 1,172,640,000 1.6 2058/10/11 7.57

2 日本 社債券 第２回ＭＳ＆
ＡＤインシュ
アランスグ
ループホール
ディングス株
式

900,000,000 99.77 898,009,000 99.75 897,750,000 1.24 2076/12/25 5.80

3 日本 社債券 第１回東北電
力株式会社利
払繰延条項・
期限前償還条
項付無担保社

900,000,000 99.74 897,732,000 99.59 896,310,0001.545 2057/9/14 5.79

4 日本 社債券 第１回関西電
力株式会社利
払繰延条項・
期限前償還条
項付無担保社

900,000,000 99.33 894,020,000 99.39 894,510,0000.896 2082/3/20 5.77

5 日本 社債券 第２回パナソ
ニック株式会
社利払繰延条
項・期限前償
還条項付無担

900,000,000 96.92 872,337,000 96.57 869,130,0000.885 2081/10/14 5.61

6 日本 社債券 第１４回楽天
カード株式会
社無担保社債

800,000,000 100.00 800,000,000 99.73 797,848,0001.836 2027/6/16 5.15

7 日本 社債券 第１７回株式
会社三菱ＵＦ
Ｊフィナン
シャル・グ
ループ任意償
還条

800,000,000 99.22 793,784,000 99.14 793,120,0001.804 9999/99/99 5.12

8 日本 社債券 第５回株式会
社みずほフィ
ナンシャルグ
ループ任意償
還条項付無担

700,000,000 99.30 695,135,000 98.97 692,853,000 1.44 9999/99/99 4.47

9 日本 社債券 第１１回株式
会社三井住友
フィナンシャ
ルグループ任
意償還条項付

600,000,000 100.22 601,352,000 99.37 596,220,0001.879 9999/99/99 3.85

10 日本 社債券 第６９回アイ
フル株式会社
無担保社債

600,000,000 99.64 597,852,000 99.31 595,890,0001.123 2027/6/11 3.85

11 日本 社債券 第４回日本原
燃株式会社無
担保社債

600,000,000 100.00 600,000,000 98.82 592,956,0001.999 2028/11/24 3.83

12 日本 社債券 第３回株式会
社大和証券グ
ループ本社任
意償還条項付
無担保永久社

600,000,000 100.30 601,822,000 97.73 586,380,0002.199 9999/99/99 3.78

13 日本 社債券 第７回ソフト
バンクグルー
プ株式会社利
払繰延条項・
期限前償還条

500,000,000 101.66 508,315,000 98.84 494,205,0004.556 2060/9/3 3.19
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14 日本 社債券 第２回武田薬
品工業株式会
社利払繰延条
項・期限前償
還条項付無担

500,000,000 99.20 496,021,000 97.88 489,435,0001.934 2084/6/25 3.16

15 日本 社債券 第３回住友化
学株式会社利
払繰延条項・
期限前償還条
項付無担保社

400,000,000 103.69 414,778,000 102.15 408,600,000 3.3 2059/9/12 2.64

16 日本 社債券 第３回損害保
険ジャパン日
本興亜株式会
社利払繰延条
項・期限前償

400,000,000 99.36 397,449,000 99.39 397,560,000 1.06 2077/4/26 2.56

17 日本 社債券 第５回ヒュー
リック株式会
社利払繰延条
項・期限前償
還条項付無担

400,000,000 99.27 397,092,000 99.08 396,352,0001.435 2057/10/19 2.56

18 日本 社債券 第２回九州電
力株式会社利
払繰延条項・
期限前償還条
項付無担保社

400,000,000 98.66 394,652,000 98.67 394,692,000 1.09 2080/10/15 2.55

19 日本 社債券 第２回オリッ
クス株式会社
利払繰延条
項・期限前償
還条項付無担
保

400,000,000 94.02 376,096,000 93.09 372,360,000 0.91 2080/3/13 2.40

20 日本 社債券 第７回日本原
燃株式会社無
担保社債

300,000,000 100.00 300,000,000 99.52 298,560,0002.363 2029/3/23 1.92

21 日本 社債券 第３回ヒュー
リック株式会
社利払繰延条
項・期限前償
還条項付無担

300,000,000 99.49 298,497,000 99.39 298,188,000 1.4 2057/7/2 1.92

22 日本 社債券 第２回アイシ
ン精機株式会
社利払繰延条
項・期限前償
還条項付無担

300,000,000 98.79 296,376,000 98.90 296,709,000 0.41 2080/2/28 1.91

23 日本 社債券 第１回住友生
命第３回劣後
ローン流動化
株式会社利払
繰延条項・期

300,000,000 98.52 295,560,000 98.09 294,276,000 1.67 2082/12/27 1.90

24 日本 社債券 第１回日本生
命第２回劣後
ローン流動化
株式会社利払
繰延条項・期

210,000,000 97.49 204,731,500 97.13 203,985,600 1.03 2048/9/18 1.31

25 日本 社債券 第９回株式会
社三井住友
フィナンシャ
ルグループ任
意償還条項付

200,000,000 99.51 199,038,000 98.66 197,320,0001.534 9999/99/99 1.27

26 日本 社債券 第４回Ａ号富
国生命保険相
互会社利払繰
延条項・期限
前償還条項付

200,000,000 98.44 196,896,000 98.54 197,098,000 1.08 2077/9/13 1.27

27 日本 社債券 第１３回ニプ
ロ株式会社無
担保社債

200,000,000 97.77 195,546,000 97.32 194,658,0001.088 2028/10/13 1.25
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28 日本 社債券 第３回日本製
鉄株式会社利
払繰延条項・
期限前償還条
項付無担保社

200,000,000 95.99 191,982,000 95.84 191,696,000 1.24 2079/9/12 1.23

29 日本 社債券 第１回株式会
社ＪＥＲＡ利
払繰延条項・
期限前償還条
項付無担保社

100,000,000 100.35 100,357,000 100.04 100,040,0002.144 2057/12/25 0.64

30 日本 社債券 第１１回株式
会社プレミア
ムウォーター
ホールディン
グス無担保社

100,000,000 100.00 100,000,000 99.48 99,480,0002.867 2029/3/9 0.64

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価額の比率です。

 

ロ.業種別及び種類別投資比率

種　類 投資比率（％）

社債券 98.23

合計 98.23

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類の評価額の比率です。

 

② 投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③ その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

2026年４月末日及び同日前1年以内における各月末ならびに下記決算期末の純資産の推移は次の通りで

す。

年月日
純資産総額(円) 1口当たり純資産額(円)

(分配落) (分配付) (分配落) (分配付)

2025年10月末日 860,942,734 ― 1.0000 ―

2025年11月末日 1,622,804,195 ― 0.9989 ―

2025年12月末日 2,441,996,655 ― 0.9966 ―

2026年 1月末日 2,969,549,967 ― 0.9961 ―

2026年 2月末日 3,059,305,085 ― 0.9976 ―

2026年 3月末日 3,151,652,394 ― 0.9956 ―

2026年 4月末日 3,148,696,296 ― 0.9969 ―

 

②【分配の推移】

該当事項はありません。

 

③【収益率の推移】

該当事項はありません。

 

（４）【設定及び解約の実績】

該当事項はありません。
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（参考情報）

 

EDINET提出書類

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社(E30703)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

28/72



 

EDINET提出書類

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社(E30703)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

29/72



 

EDINET提出書類

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社(E30703)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

30/72



第２【管理及び運営】

　

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

＜訂正前＞

①　基準価額の算出方法

基準価額＝信託財産の純資産総額÷受益権総口数×１万口

（注）「信託財産の純資産総額」とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除き

ます。）を法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た信託

財産の資産総額から負債総額を控除した金額をいいます。

②　主な評価方法

信託財産に属する資産については、法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがって時

価評価します。

（以下略）

 

＜訂正後＞

①　基準価額の算出方法

基準価額＝信託財産の純資産総額÷受益権総口数×１万口

（注）「信託財産の純資産総額」とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除き

ます。）を法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたがって時価評価して得た信

託財産の資産総額から負債総額を控除した金額をいいます。

②　主な評価方法

信託財産に属する資産については、法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたがって

時価評価します。

（以下略）

 

第３【ファンドの経理状況】

原届出書「第二部 ファンド情報　第３ ファンドの経理状況」につきましては、以下の記載内容に更

新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞
 
１　当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵
省令第59号）並びに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成
12年総理府令第133号）に基づき作成しております。
なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 
２　当ファンドの計算期間は６ヵ月未満であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。
 
３　当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当特定期間（2025年10月31日
（設定日）から2026年5月15日まで）の財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人により監査

を受けております。
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１【財務諸表】

【好利回り円債・短期戦略ファンド（年４回決算型）】

（１）【貸借対照表】

 （単位：円）

 
当特定期間

(2026年 5月15日現在)

資産の部  
流動資産  
親投資信託受益証券 3,120,572,593

未収入金 5,108,848

流動資産合計 3,125,681,441

資産合計 3,125,681,441

負債の部  
流動負債  
未払解約金 1,296,720

未払受託者報酬 166,745

未払委託者報酬 3,334,831

その他未払費用 310,552

流動負債合計 5,108,848

負債合計 5,108,848

純資産の部  
元本等  
元本 3,130,154,485

剰余金  
期末剰余金又は期末欠損金（△） △9,581,892

（分配準備積立金） 13,052,322

元本等合計 3,120,572,593

純資産合計 3,120,572,593

負債純資産合計 3,125,681,441
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（２）【損益及び剰余金計算書】

 （単位：円）

 
当特定期間

自　2025年10月31日
至　2026年 5月15日

営業収益  
有価証券売買等損益 1,851,510

営業収益合計 1,851,510

営業費用  
受託者報酬 305,940

委託者報酬 6,118,717

その他費用 691,684

営業費用合計 7,116,341

営業利益又は営業損失（△） △5,264,831

経常利益又は経常損失（△） △5,264,831

当期純利益又は当期純損失（△） △5,264,831

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△）
20,548

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,223,529

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
1,223,529

剰余金減少額又は欠損金増加額 5,520,042

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
5,520,042

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △9,581,892
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（３）【注記表】
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、時価で評価しております。

　時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

２.その他財務諸表作成のための基礎

となる事項

特定期間の取扱い

　当ファンドの第１計算期間は、信託約款第30条により2025年10月31日（設定

日）から2026年 2月16日までとなっており、従って当特定期間は2025年10月31日

（設定日）から2026年 5月15日までとなっております。
 
 
（重要な会計上の見積りに関する注記）

当特定期間

2026年 5月15日現在
 

当特定期間の財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが当特定期間の翌特定期間の財務諸表に重要な影響を及

ぼすリスクは識別していないため、注記を省略しております。
 

 
（貸借対照表に関する注記）
 

項　目
当特定期間

2026年 5月15日現在

１. 元本の推移  

 期首元本額 860,942,734円

 期中追加設定元本額 2,642,679,488円

 期中一部解約元本額 373,467,737円

２. 特定期間末日における受益権の総数 3,130,154,485口

３. 特定期間末日における1口当たり純資産額 0.9969円

 特定期間末日における1万口当たり純資産額 9,969円

４. 元本の欠損 貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回って

おり、その差額は9,581,892円であります。
 
 
（損益及び剰余金計算書に関する注記）
 

項　目

当特定期間

自 2025年10月31日

至 2026年 5月15日

分配金の計算過程  自2025年10月31日

至2026年 2月16日

 

計算期間末における配当等収益から費用を控除した額  5,911,554円 

有価証券売買等損益から費用を控除した額  0円 

信託約款に規定される収益調整金  1,981,071円 

信託約款に規定される分配準備積立金  0円 

分配対象収益  7,892,625円 

（1万口当たり）  26円 

分配金額  0円 

（1万口当たり）  0円 

  自2026年 2月17日

至2026年 5月15日

 

計算期間末における配当等収益から費用を控除した額  7,756,097円 

有価証券売買等損益から費用を控除した額  0円 

信託約款に規定される収益調整金  3,361,391円 

信託約款に規定される分配準備積立金  5,296,225円 

分配対象収益  16,413,713円 

（1万口当たり）  52円 

分配金額  0円 

（1万口当たり）  0円 
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（金融商品に関する注記）

　Ⅰ　金融商品の状況に関する事項
 
１．金融商品に対する取組方針 　当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」第２条第４項に定める

証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託約款に定める「運用

の基本方針」に基づき行っております。

２．金融商品の内容及び当該金融商品

に係るリスク

　当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、金銭債権及び金銭債務で

あります。当ファンドが保有する有価証券の詳細は、有価証券に関する注記に記

載しております。

　これらの金融商品に係るリスクは、市場リスク（価格変動、金利変動等）、信

用リスク、流動性リスク等であります。

３．金融商品に係るリスク管理体制 複数の部署と下記の会議体によりリスク管理を行っております。

・投資信託パフォーマンス・レビュー

信託財産のパフォーマンスとそのリスクについて定期的な考査を行い、課題事

項の指摘、改善を求めます。

・リスク管理委員会

信託財産の運用リスクを運用部門と独立して把握、管理し、課題事項の指摘、

改善を求めます。
 
 
　Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項
 

項 目
当特定期間

2026年 5月15日現在

１．貸借対照表計上額、時価及びその

差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

２．時価の算定方法 （１）有価証券

 売買目的有価証券

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

 （２）デリバティブ取引

 該当事項はありません。

 （３）上記以外の金融商品

 上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３．金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な

る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
 
 
（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券
 

種類

当特定期間

2026年 5月15日現在

最終の計算期間の損益に含まれた評価差額（円）

親投資信託受益証券 5,618,715

合計 5,618,715
 
 
（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項
 
該当事項はありません。

 
（関連当事者との取引に関する注記）
 
該当事項はありません。
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（４）【附属明細表】

 
①　有価証券明細表
（ア）株式
 
該当事項はありません。

 

（イ）株式以外の有価証券
 

（単位：円）
 

種　類 銘　柄 口数 評価額 備考

親投資信託受益証券 好利回り円債・短期戦略マザーファンド 3,121,509,046 3,120,572,593  

合計 3,121,509,046 3,120,572,593 
 

②　信用取引契約残高明細表
 
該当事項はありません。

 
③　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
 
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社(E30703)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

37/72



（参考）

当ファンドは「好利回り円債・短期戦略マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借
対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。
　なお、同親投資信託の状況は次の通りです。以下に記載した情報は監査の対象外であります。

好利回り円債・短期戦略マザーファンド

（１）貸借対照表

（単位：円）

 (2026年 5月15日現在)

資産の部  

流動資産  

コール・ローン 191,017,148

社債券 15,176,839,400

未収入金 199,724,000

未収利息 59,020,092

前払費用 8,624,987

流動資産合計 15,635,225,627

資産合計 15,635,225,627

負債の部  

流動負債  

未払金 98,131,000

未払解約金 60,571,369

流動負債合計 158,702,369

負債合計 158,702,369

純資産の部  

元本等  

元本 15,480,585,201

剰余金  

剰余金又は欠損金（△） △4,061,943

元本等合計 15,476,523,258

純資産合計 15,476,523,258

負債純資産合計 15,635,225,627
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（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 
１.有価証券の評価基準及び評価方法 社債券

　個別法に基づき、原則として時価で評価しております。

　時価評価にあたっては、金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（但し、売

気配相場は使用しない）、又は価格情報会社の提供する価額で評価しておりま

す。

２.その他財務諸表作成のための基礎

となる事項

　該当事項はありません。

 
 
（重要な会計上の見積りに関する注記）

2026年 5月15日現在   

本書における開示対象ファンドの当期間の財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが本書における開示対象

ファンドの当期間の翌期間の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクは識別していないため、注記を省略しておりま

す。

  

 
（貸借対照表に関する注記）

 

 
項　目 2026年 5月15日現在

１. 元本の推移  

 本書における開示対象ファンドの期首における当該親投資信託の元

本額

3,124,889,340円

 同期中における追加設定元本額 13,800,850,121円

 同期中における解約元本額 1,445,154,260円

 同期末日における元本の内訳  

 好利回り円債・短期戦略ファンド（年４回決算型） 3,121,509,046円

 好利回り円債・短期戦略ファンド（年１回決算型） 12,359,076,155円

 合計 15,480,585,201円

２. 本書における開示対象ファンドの期末日における当該親投資信託の

受益権の総数

15,480,585,201口

３. 本書における開示対象ファンドの期末日における当該親投資信託の

１口当たり純資産額

0.9997円

 （１万口当たり純資産額） 9,997円

４. 元本の欠損 貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回って

おり、その差額は4,061,943円であります。
 
 
（金融商品に関する注記）

　Ⅰ　金融商品の状況に関する事項
 
１．金融商品に対する取組方針 　当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」第２条第４項に定める

証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託約款に定める「運用

の基本方針」に基づき行っております。

２．金融商品の内容及び当該金融商品

に係るリスク

　当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、金銭債権及び金銭債務で

あります。当ファンドが保有する有価証券の詳細は、有価証券に関する注記に記

載しております。

　これらの金融商品に係るリスクは、市場リスク（価格変動、金利変動等）、信

用リスク、流動性リスク等であります。

３．金融商品に係るリスク管理体制 複数の部署と下記の会議体によりリスク管理を行っております。

・投資信託パフォーマンス・レビュー

信託財産のパフォーマンスとそのリスクについて定期的な考査を行い、課題事

項の指摘、改善を求めます。

・リスク管理委員会

信託財産の運用リスクを運用部門と独立して把握、管理し、課題事項の指摘、

改善を求めます。
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　Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項
 

項 目 2026年 5月15日現在

１．貸借対照表計上額、時価及びその

差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありません。

２．時価の算定方法 （１）有価証券

 売買目的有価証券

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

 （２）デリバティブ取引

 該当事項はありません。

 （３）上記以外の金融商品

 上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３．金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な

る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
 
 
（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券
 

種類
2026年 5月15日現在

当期間の損益に含まれた評価差額（円）

社債券 △89,917,700

合計 △89,917,700
 
（注）当期間の損益に含まれた評価差額は、当親投資信託の期首日から本書における開示対象ファンドの期末日までの期

間に対応する金額であります。

 
（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項
 
該当事項はありません。

 
（関連当事者との取引に関する注記）
 
該当事項はありません。
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（３）附属明細表

①　有価証券明細表
（ア）株式
 
該当事項はありません。

 

（イ）株式以外の有価証券
 

（単位：円）
 

種　類 銘　柄 券面総額 評価額 備考

社債券 第４回Ａ号富国生命保険相互会社利払繰延条

項・期限前償還条項付

200,000,000 197,140,000  

 第４回日本原燃株式会社無担保社債 600,000,000 592,500,000  

 第７回日本原燃株式会社無担保社債 300,000,000 298,233,000  

 
第２７回ビー・ピー・シー・イー・エス・エー

期限前償還条項付非

100,000,000 98,640,000  

 
第４回サントリーホールディングス株式会社利

払繰延条項・期限前

100,000,000 98,562,000  

 
第１１回株式会社プレミアムウォーターホール

ディングス無担保社

100,000,000 99,423,000  

 
第５回ヒューリック株式会社利払繰延条項・期

限前償還条項付無担

400,000,000 396,348,000  

 
第３回ヒューリック株式会社利払繰延条項・期

限前償還条項付無担

300,000,000 298,188,000  

 
第３回住友化学株式会社利払繰延条項・期限前

償還条項付無担保社

400,000,000 407,720,000  

 
第２回武田薬品工業株式会社利払繰延条項・期

限前償還条項付無担

500,000,000 488,790,000  

 
第４回ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社利

払繰延条項・期限前

100,000,000 97,646,000  

 
第３回日本製鉄株式会社利払繰延条項・期限前

償還条項付無担保社

200,000,000 191,464,000  

 
第１回日本生命第８回劣後ローン流動化株式会

社利払繰延条項・期

100,000,000 98,734,000  

 
第１回住友生命第３回劣後ローン流動化株式会

社利払繰延条項・期

300,000,000 294,120,000  

 
第２回パナソニック株式会社利払繰延条項・期

限前償還条項付無担

900,000,000 868,950,000  

 
第２回アイシン精機株式会社利払繰延条項・期

限前償還条項付無担

300,000,000 296,814,000  

 
第１回日本生命第１回劣後ローン流動化株式会

社利払繰延条項・期

100,000,000 97,866,000  

 
第１回日本生命第２回劣後ローン流動化株式会

社利払繰延条項・期

210,000,000 204,006,600  

 第１４回楽天カード株式会社無担保社債 800,000,000 797,888,000  

 第１３回ニプロ株式会社無担保社債 200,000,000 194,654,000  

 
第１７回株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ任意償還条

800,000,000 792,880,000  
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第９回株式会社三井住友フィナンシャルグルー

プ任意償還条項付

200,000,000 197,300,000  

 
第１１回株式会社三井住友フィナンシャルグ

ループ任意償還条項付

600,000,000 596,040,000  

 
第５回株式会社みずほフィナンシャルグループ

任意償還条項付無担

700,000,000 692,916,000  

 第６９回アイフル株式会社無担保社債 600,000,000 596,010,000  

 
第２回オリックス株式会社利払繰延条項・期限

前償還条項付無担保

400,000,000 371,800,000  

 
第３回株式会社大和証券グループ本社任意償還

条項付無担保永久社

600,000,000 585,480,000  

 
第２回ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループ

ホールディングス株式

700,000,000 698,250,000  

 
第４回三井住友海上火災保険株式会社利払繰延

条項・期限前償還条

100,000,000 98,680,000  

 
第３回損害保険ジャパン日本興亜株式会社利払

繰延条項・期限前償

400,000,000 397,600,000  

 
第１回日本航空株式会社利払繰延条項・期限前

償還条項付無担保社

1,200,000,000 1,172,160,000  

 
第１回関西電力株式会社利払繰延条項・期限前

償還条項付無担保社

900,000,000 894,870,000  

 
第１回東北電力株式会社利払繰延条項・期限前

償還条項付無担保社

900,000,000 896,490,000  

 
第２回九州電力株式会社利払繰延条項・期限前

償還条項付無担保社

400,000,000 394,756,000  

 
第１回株式会社ＪＥＲＡ利払繰延条項・期限前

償還条項付無担保社

100,000,000 100,000,000  

 
第６回ソフトバンクグループ株式会社利払繰延

条項・期限前償還条

80,000,000 80,960,800  

 
第７回ソフトバンクグループ株式会社利払繰延

条項・期限前償還条

500,000,000 492,960,000  

合計 15,390,000,000 15,176,839,400 
 

②　信用取引契約残高明細表
 
該当事項はありません。

 
③　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
 
該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

以下のファンドの現況は2026年４月30日現在です。

【純資産額計算書】

Ⅰ　資産総額 3,151,859,343円

Ⅱ　負債総額 3,163,047円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 3,148,696,296円

Ⅳ　発行済口数 3,158,345,153口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 0.9969円

　（1万口当たり純資産額） （9,969円）

 

（参考）好利回り円債・短期戦略マザーファンド

　純資産額計算書

Ⅰ　資産総額 15,598,676,770円

Ⅱ　負債総額 122,568,453円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 15,476,108,317円

Ⅳ　発行済口数 15,484,011,306口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 0.9995円

　（1万口当たり純資産額） （9,995円）
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

（１）資本金の額（2025年７月末現在）

資本金の額　　 1億4,050万円

　　　　　　　　　　　発行可能株式の総数　　　8,400株

　　　　　　　　　　　発行済株式総数　　　　　　627株

最近5年間の資本金の額の増減：　　該当事項はありません。

 

（以下略）

 

＜訂正後＞

（１）資本金の額（2026年４月末現在）

資本金の額　　 1億4,050万円

　　　　　　　　　　　発行可能株式の総数　　　8,400株

　　　　　　　　　　　発行済株式総数　　　　　　327株

最近5年間の資本金の額の増減：　　該当事項はありません。

 

（以下略）
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２【事業の内容及び営業の概況】

原届出書「第三部 委託会社等の情報 第１ 委託会社等の概況 ２ 事業の内容及び営業の概況」につき

ましては、以下の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信

託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）を行っております。また「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業にかかる業務の一

部および投資助言・代理業の一部を行うことができます。

 

2026年４月30日現在における委託会社の運用する証券投資信託は次のとおりです（ただし、親投資

信託を除きます。）。

種　　類 本数（本） 純資産総額（百万円）

単位型株式投資信託 13 21,094

追加型株式投資信託 41 616,252

株式投資信託　合計 54 637,347

単位型公社債投資信託 5 18,106

追加型公社債投資信託 - -

　　公社債投資信託　合計 5 18,106

総合計 59 655,453

 

EDINET提出書類

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社(E30703)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

45/72



３【委託会社等の経理状況】

原届出書「第三部 委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　３ 委託会社等の経理状況」につきま

しては、以下の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

 

１．当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号）ならびに、同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19

年内閣府令第52号）により作成しております。

 

２．財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（令和 7年 4月 1日から令

和 8年 3月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人により監査を受けておりま

す。

 

４．当社は子会社はありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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（１）【貸借対照表】

期別  
前事業年度 当事業年度

（令和 7年 3月31日現在） （令和 8年 3月31日現在）

科目
注記 内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比
番号 （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

（資産の部）        
Ⅰ　流動資産        
１．現金・預金   1,612,985   1,657,152  
２．前払費用   24,618   25,242  
３．未収運用受託報酬 ※２  1,636,272   926,812  
４．未収投資助言報酬   7,776   5,307  
５．未収委託者報酬   590,971   508,402  
６．その他未収収益   377,165   150,318  
７．その他流動資産   281   52,496  
８．未収消費税等   －   6,271  

流動資産計   4,250,071 93.3  3,332,003 91.2

        
Ⅱ　固定資産        
１．有形固定資産   32,052   29,699  
(1) 建物 ※１ 22,241   20,427   
(2) 器具備品 ※１ 9,810   9,272   
２．無形固定資産   2,514   1,959  
(1) ソフトウェア  2,514   1,959   
３．投資その他の資産   270,907   290,665  
(1) 繰延税金資産  169,054   188,295   
(2) 敷金  101,668   101,993   
(3) 投資有価証券  184   375   
固定資産計   305,474 6.7  322,323 8.8

        
資産合計   4,555,546 100.0  3,654,327 100.0

（負債の部）        
Ⅰ　流動負債        
１．未払金   388,720   210,688  
(1) 未払消費税等  122,643   －   
(2) 未払代行手数料  252,984   209,677   
(3) その他未払金  13,092   1,011   
２．未払費用 ※２  799,787   603,112  
３．未払法人税等   353,014   282,423  
４．役員賞与引当金   66,207   59,881  
５．賞与引当金   246,739   192,075  
６．預り金   33,019   28,979  
７．前受収益   12,668   12,668  

流動負債計   1,900,157 41.7  1,389,830 38.0

        
Ⅱ　固定負債        
１．役員賞与引当金   24,483   30,711  
２．賞与引当金   50,107   127,606  
３．長期前受収益   57,421   44,753  

固定負債計   132,012 2.9  203,071 5.6

        
負債合計   2,032,169 44.6  1,592,901 43.6

（純資産の部）        
Ⅰ　株主資本        
１．資本金   140,500 3.1  140,500 3.8
２．資本剰余金   85,500   85,500  
(1) 資本準備金  85,500  1.9 85,500  2.3
３．利益剰余金   2,297,386   1,835,441  
(1) その他利益剰余金  2,297,386   1,835,441   
(i) 繰越利益剰余金  2,297,386  50.4 1,835,441  50.2

株主資本計   2,523,386   2,061,441  
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Ⅱ　評価・換算差額等        
１．その他有価証券評価
差額金

  △10   △15  

評価・換算差額等計   △10   △15  
        
純資産合計   2,523,376 55.4  2,061,426 56.4

負債・純資産合計   4,555,546 100.0  3,654,327 100.0
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（２）【損益計算書】

期別  
前事業年度 当事業年度

（自　令和 6年 4月 1日 （自　令和 7年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日） 至　令和 8年 3月31日）

科目
注記 内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比
番号 （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

Ⅰ　営業収益        
１．運用受託報酬 ※１  2,545,511   1,976,593  
２．投資助言報酬   24,111   10,106  
３．委託者報酬   2,788,144   2,573,046  
４．その他営業収益   1,033,414   1,103,754  
営業収益計   6,391,182 100.0  5,663,500 100.0

Ⅱ　営業費用        
１．広告宣伝費   55,149   39,825  
２．調査費   360,278   374,649  
３．委託費   1,189,180   1,007,884  
４．支払手数料   935,757   807,081  
５．営業雑経費   23,079   22,058  
営業費用計   2,563,445 40.1  2,251,500 39.8

Ⅲ　一般管理費        
１．給料 ※１  1,748,876   1,639,635  
(1) 役員報酬  220,028   130,537   
(2) 給料・手当  843,469   849,207   
(3) 賞与  321,489   321,513   
(4) 賞与引当金繰入額  191,732   195,500   
(5) 役員賞与引当金繰入額  56,715   20,202   
(6) その他報酬給料  15,597   23,982   
(7) 福利厚生費  99,843   98,692   
２．交際費   9,439   8,985  
３．旅費交通費   14,218   19,134  
４．租税公課   38,442   37,691  
５．不動産賃借料   110,449   110,172  
６．退職給付費用   37,928   37,086  
７．固定資産減価償却費   6,111   5,939  
８．業務委託費   26,130   20,400  
９．諸経費   73,301   59,326  
一般管理費計   2,064,896 32.3  1,938,370 34.2

営業利益   1,762,840 27.6  1,473,629 26.0

Ⅳ　営業外収益        
１．受取利息及び配当金   1,315   3,585  
２．雑収入   5,692   －  
３．特別退職金戻入額   －   12,155  
営業外収益計   7,007 0.1  15,740 0.3

Ⅴ　営業外費用        
１．雑損失   2,015   208  
２．為替差損   10,726   19,004  
営業外費用計   12,741 0.2  19,212 0.3

経常利益   1,757,105 27.5  1,470,157 26.0

Ⅵ　特別損失        
１．特別退職金   12,155   5,750  
２．固定資産除却損   －   446  
特別損失計   12,155 0.2  6,196 0.1

税引前当期純利益   1,744,950 27.3  1,463,960 25.8

法人税、住民税及び
事業税

  496,139 7.8  511,986 9.0

法人税等調整額   108,172 1.7  △19,238 △0.3
当期純利益   1,140,638 17.8  971,212 17.1
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　令和 6年 4月 1日　　至　令和 7年 3月31日）

（単位：千円）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

評価・

換算

差額等

合計

資本

準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 140,500 85,500 － 85,500 2,845,588 2,845,588 － 3,071,588 △9 △9 3,071,579

当期変動額            

 当期純利益     1,140,638 1,140,638 － 1,140,638  － 1,140,638

 自己株式の取得       △1,688,841 △1,688,841  －△1,688,841

 自己株式の消却   △1,688,841 △1,688,841   1,688,841 －  － －

 

利益剰余金から

資本剰余金への

振替

  1,688,841 1,688,841 △1,688,841 △1,688,841  －  － －

 

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

       － △1 △1 △1

当期変動額合計 － － － － △548,202 △548,202 － △548,202 △1 △1 △548,203

当期末残高 140,500 85,500 － 85,500 2,297,386 2,297,386 － 2,523,386 △10 △10 2,523,376

 

当事業年度（自　令和 7年 4月 1日　　至　令和 8年 3月31日）

（単位：千円）

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

評価・

換算

差額等

合計

資本

準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 140,500 85,500 － 85,500 2,297,386 2,297,386 － 2,523,386 △10 △10 2,523,376

当期変動額            

 当期純利益     971,212 971,212 － 971,212  － 971,212

 自己株式の取得       △1,433,157 △1,433,157  －△1,433,157

 自己株式の消却   △1,433,157 △1,433,157   1,433,157 －  － －

 

利益剰余金から

資本剰余金への

振替

  1,433,157 1,433,157 △1,433,157 △1,433,157  －  － －

 

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

       － △5 △5 △5

当期変動額合計 － － － － △461,944 △461,944 － △461,944 △5 △5 △461,950

当期末残高 140,500 85,500 － 85,500 1,835,441 1,835,441 － 2,061,441 △15 △15 2,061,426
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理しております。）

 

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　　定率法によっております。ただし、建物については、定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　　 12～50年

　　　器具備品　4～15年

　　また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づき、３年間で均

等償却を行っております。

 

（2）無形固定資産

　　自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用可能期間（３年または５年）による

定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

（1）賞与引当金

　　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

（2）役員賞与引当金

　　役員賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

　　当社は、資産運用サービスから運用受託報酬、投資助言報酬、委託者報酬を稼得しております。こ

れらには成功報酬が含まれる場合があります。

 

（1）運用受託報酬

　　運用受託報酬は、投資顧問契約に基づき、契約期間の総資産額等に対する一定割合として認識さ

れ、確定した報酬を顧問口座によって主に年２回、もしくは年１回受取ります。当該報酬は期間の

経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、顧問口座の運用期間にわたり収益として

認識しております。
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（2）投資助言報酬

　　投資助言報酬は、投資助言契約に基づき、契約期間の総資産額等に対する一定割合として認識さ

れ、確定した報酬を主に年４回、もしくは年２回受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行

義務が充足されるという前提に基づき、運用期間にわたり収益として認識しております。

 

（3）委託者報酬

　　委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に対する一定割合として認識され、

確定した報酬を投資信託によって主に年４回、もしくは年２回受取ります。当該報酬は期間の経過

とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識

しております。

 

（4）成功報酬

　　成功報酬は、対象となる顧問口座の特定のベンチマークまたはその他のパフォーマンス目標を上回

る超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報酬を受領する権利が確定し

た時点で収益として認識しております。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

 

未適用の会計基準等

「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日　企業会計基準委員会）

「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日　企業会

計基準委員会）　等

 

（1）概要

　　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組の一環として、借

手の全てのリースについて資産および負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国

際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデ

ルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り

入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基

本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。

　　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リース

がファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリース

について使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理

モデルが適用されます。
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（2）適用予定日

　　2028年3月期の期首から適用します。

 

（3）当該会計基準等の適用による影響

　　「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 当事業年度

（令和 7年 3月31日現在） （令和 8年 3月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額　

75,706千円

 

※２　関係会社に対する資産及び負債は次の

とおりであります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額　

79,819千円

 

 (千円）     

未収運用受託報酬 45,166     

未払費用 38,137     

 

（損益計算書関係）

前事業年度 当事業年度

（自　令和 6年 4月 1日 （自　令和 7年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日） 至　令和 8年 3月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが次のと

おり含まれております。　　（千円）

※１　関係会社との取引に係るものが次のと

おり含まれております。　　（千円）

運用受託報酬 510,394 給料 1,639,635

給料 1,748,876   

 

（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　令和 6年 4月 1日　　至　令和 7年 3月31日）

　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 

　 (1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

普通株式 1,127株 － 500株 627株

（注）変動事由の概要

普通株式の減少の内訳

自己株式の消却　　　　　　　　　　　　　　　　　　500株
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　 (2) 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

普通株式 － 500株 500株 －

（注）変動事由の概要

自己株式の増加の内訳

自己株式の取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　500株

 

自己株式の減少の内訳

自己株式の消却　　　　　　　　　　　　　　　　　　500株

 

　当事業年度（自　令和 7年 4月 1日　　至　令和 8年 3月31日）

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

　 (1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

普通株式 627株 － 300株 327株

（注）変動事由の概要

普通株式の減少の内訳

自己株式の消却　　　　　　　　　　　　　　　　　　300株

 

　 (2) 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

普通株式 － 300株 300株 －

（注）変動事由の概要

自己株式の増加の内訳

自己株式の取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　300株

 

自己株式の減少の内訳

自己株式の消却　　　　　　　　　　　　　　　　　　300株
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　　　当社は第二種金融商品取引業及び投資運用業、投資助言業並びに投資運用と投資助言のための媒

介・代理業を行なっております。これらの業務を行なうために資本金及び営業収益は現金及び預金

並びに一部の有価証券として運用しております。なお、現金及び預金の残高は潤沢にあるため、外

部からの資金調達は株式の発行、借入ともに予定しておりません。またデリバティブ取引も行なっ

ておりません。

 

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　金融商品の主たる残高は現金及び預金並びに投資有価証券です。その他の項目は未収及び未払の

残高です。営業債権である未収運用受託報酬は、顧客先別に信用リスクを勘案しており、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　また、営業債権である未収委託者報酬の基礎となる投資信託財産は、信託法により信託銀行の固

有資産と分別管理されており、当該報酬は、計理上毎日の未払費用として投資信託財産の負債項目

に計上されております。このため、信用リスクはありません。

　　　投資有価証券はファンドへのシードマネーです。今後の基準価額の下落によっては、売却損・評

価損の計上による利益減少や、評価差額金の減少により純資産が減少するなど、価格変動リスクに

晒されておりますが、リスク管理規程に基づき、毎月時価を把握しリスクをモニタリングしており

ます。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　前事業年度（令和 7年 3月31日現在）

  （単位：千円）

 貸借対照表

計上額

時価 差額

投資有価証券

　その他有価証券
184 184 －

 

　当事業年度（令和 8年 3月31日現在）

  （単位：千円）

 貸借対照表

計上額

時価 差額

投資有価証券

　その他有価証券
375 375 －

 

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　(1) 現金・預金、(2) 未収運用受託報酬、(3) 未収委託者報酬、(4) その他未収収益、(5) 未払

金、(6) 未払法人税等

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しております。
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（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

 

　前事業年度（令和 7年 3月31日現在）

  （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1) 現金・預金 1,612,985 －

(2) 未収運用受託報酬 1,636,272 －

(3) 未収投資助言報酬 7,776 －

(4) 未収委託者報酬 590,971 －

(5) その他未収収益 377,165 －

合計 4,225,171 －

 

　当事業年度（令和 8年 3月31日現在）

  （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1) 現金・預金 1,657,152 －

(2) 未収運用受託報酬 926,812 －

(3) 未収投資助言報酬 5,307 －

(4) 未収委託者報酬 508,402 －

(5) その他未収収益 150,318 －

合計 3,247,993 －

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相

場価格により算定した時価

レベル２の時価
観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価 観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお

ります。

 

　(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

　　　前事業年度（自　令和 6年 4月 1日　　至　令和 7年 3月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 － 184 － 184

資産計 － 184 － 184

 

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　投資有価証券

　　金融商品の時価について、投資信託は基準価額によっております。
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　　　当事業年度（自　令和 7年 4月 1日　　至　令和 8年 3月31日）

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 － 375 － 375

資産計 － 375 － 375

 

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　投資有価証券

　　金融商品の時価について、投資信託は基準価額によっております。

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

　前事業年度（令和 7年 3月31日現在）

（単位：千円）

区分 種類
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
投資信託 184 199 △ 15

合計 184 199 △ 15

 

　当事業年度（令和 8年 3月31日現在）

（単位：千円）

区分 種類
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
投資信託 375 398 △ 23

合計 375 398 △ 23
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

前事業年度  当事業年度

（令和 7年 3月31日現在）  （令和 8年 3月31日現在）

繰延税金資産 （千円）  繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 91,345  賞与引当金 100,763

未払費用 57,720  未払費用 70,068

未払事業税 18,437  未払事業税 15,634

その他 1,551  その他 1,829

繰延税金資産小計 169,054  繰延税金資産小計 188,295

繰延税金資産合計 169,054  繰延税金資産合計 188,295

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳

 

前事業年度  当事業年度

（令和 7年 3月31日現在）  （令和 8年 3月31日現在）

法定実効税率 30.62%  法定実効税率 30.62%

(調整)   (調整)  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
4.01%  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
3.33%

住民税均等割 0.03%  住民税均等割 0.04%

その他 △0.03%  その他 △0.32%

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
34.63%

 税効果会計適用後の法人税等

の負担率
33.66%
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

      

 前事業年度   当事業年度  

 （自　令和 6年 4月 1日   （自　令和 7年 4月 1日  

 至　令和 7年 3月31日）   至　令和 8年 3月31日）  

  （千円）    （千円）  

 運用受託報酬 1,360,622   運用受託報酬 1,483,725  

 投資助言報酬 24,111   投資助言報酬 10,106  

 委託者報酬 2,788,144   委託者報酬 2,573,046  

 成功報酬 1,184,888   成功報酬 492,868  

 その他営業収益 1,033,414   その他営業収益 1,103,754  

  6,391,182    5,663,500  

        

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　　[重要な会計方針]４　収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当

事業年度末において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識すると見込まれる収益の

金額及び時期に関する情報

　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

　前事業年度（自　令和 6年 4月 1日　　至　令和 7年 3月31日）

　１．セグメント情報

　　　当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

　２．関連情報

　　(1) 商品及びサービスごとの情報

　　　　単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超え

るため、記載を省略しております。

 

　　(2) 地域ごとの情報

　　①　営業収益

 

    （単位：千円）

香港 英国 日本 その他 合計

776,163 242,004 5,335,999 37,014 6,391,182

 

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

　　②　有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

　　(3) 主要な顧客ごとの情報

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

年金積立金管理運用独立行政
法人

1,325,773 資産運用業

マニュライフ・円ハイブリッ
ド債券インカム・ファンド
（年１回決算型）

756,289 資産運用業

Manulife Investment
Management (Hong Kong)
Limited

772,074 資産運用業

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

　４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

　　　該当事項はありません。
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　５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　令和 7年 4月 1日　　至　令和 8年 3月31日）

　１．セグメント情報

　　　当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

　２．関連情報

　　(1) 商品及びサービスごとの情報

　　　　単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超え

るため、記載を省略しております。

 

　　(2) 地域ごとの情報

　　①　営業収益

    （単位：千円）

日本 香港 英国 その他 合計

4,549,640 781,010 293,882 38,967 5,663,500

 

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

　　②　有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。
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　　(3) 主要な顧客ごとの情報

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

Manulife Investment
Management (Hong Kong)
Limited

751,836 資産運用業

年金積立金管理運用独立行政
法人

670,154 資産運用業

マニュライフ・円ハイブリッ
ド債券インカム・ファンド
（年１回決算型）

607,404 資産運用業

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

　４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

　５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

　１．関連当事者との取引

 　(ア) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

　　　　前事業年度（自　令和 6年 4月 1日　　至　令和 7年 3月31日）

種類 会社等の

名称又は

氏名

所在地 資本金又は

出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有

（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係

取引

の内容

取引金額

（千円）

科目 期末残高

（千円）

親会社 マニュライフ

生命保険

株式会社

東京都

新宿区

（百万円）

56,400

生命保険業 (被所有)

直接 100.0

投資一任

契約

事務委託

役員の兼務

運用受託

報酬

510,394 未収運用

受託報酬

45,166

出向者

負担金等

93,492 未払費用

等

38,137

自己株式

の取得

1,688,841 － －

親会社 The

Manufacturers

Life

Insurance

Company

Toronto,

Canada

(千カナダ

ドル)

456,035

生命保険業 (被所有)

間接 100.0

費用の立替 費用の

立替

81,223 その他

未払金

19,047
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　　　　当事業年度（自　令和 7年 4月 1日　　至　令和 8年 3月31日）

種類 会社等の

名称又は

氏名

所在地 資本金又は

出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有

（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係

取引

の内容

取引金額

（千円）

科目 期末残高

（千円）

親会社 マニュライフ

生命保険

株式会社

東京都

新宿区

（百万円）

64,500

生命保険業 (被所有)

直接 100.0

投資一任

契約

事務委託

役員の兼務

運用受託

報酬

482,767 未収運用

受託報酬

43,197

出向者

負担金等

1,647,167 その他

未収金

51,397

未払費用

等

147,904

自己株式

の取得

1,433,157 － －

 

　 (イ) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

会社等

　　　　前事業年度（自　令和 6年 4月 1日　　至　令和 7年 3月31日）

種類 会社等の

名称又は

氏名

所在地 資本金又は

出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有

（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額

（千円）

科目 期末残高

（千円）

同一の

親会社

を持つ

会社

Manulife

Investment

Management

(Hong Kong)

Limited

Hong

Kong,

China

(百万香港

ドル)

2,409

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 事務代行 リエゾン

報酬等

726,351 その

他未

収収

益

59,918

再委任

契約

再委託費 114,673 未払

費用

30,031

Manulife

Investment

Management

(US) LLC

Boston,

U.S.A

(千米ドル)

61,038

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 再委任

契約

再委託費 388,608 未払

費用

297,796

Manulife

Investment

Management

Private

Markets (US)

LLC

Boston,

U.S.A

(千米ドル)

19,954

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 事務代行 手数料報酬 7,666 前受

収益

44,163

再委任

契約

再委託費 103,256 未払

費用

27,766

Manulife

Investment

Management

(Europe)

Limited

London,

UK

(千ポンド)

300,514

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 事務代行 手数料報酬 244,308 その

他未

収収

益

315,086

再委任

契約

再委託費 320,077 未払

費用

285,672
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　　　　当事業年度（自　令和 7年 4月 1日　　至　令和 8年 3月31日）

種類 会社等の

名称又は

氏名

所在地 資本金又は

出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有

（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額

（千円）

科目 期末残高

（千円）

同一の

親会社

を持つ

会社

Manulife

Investment

Management

(Hong Kong)

Limited

Hong

Kong,

China

(百万香港

ドル)

1,785

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 事務代行 リエゾン

報酬等

751,836 その

他未

収収

益

86,141

Manulife

Investment

Management

(US) LLC

Boston,

U.S.A

(千米ドル)

61,038

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 再委任

契約

再委託費 407,440 未払

費用

258,614

Manulife

Investment

Management

Private

Markets (US)

LLC

Boston,

U.S.A

(千米ドル)

19,954

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 再委任

契約

再委託費 110,969 未払

費用

24,945

Manulife

Investment

Management

(Europe)

Limited

London,

UK

(千ポンド)

317,514

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 事務代行 手数料報酬 293,882 その

他未

収収

益

57,050

再委任

契約

再委託費 71,114 未払

費用

26,047

Manulife

Investment

Management

International

Holdings

Limited

Hong

Kong,

China

(千米ドル)

399,229

有価証券等

に係る投資

顧問業務

なし 事務委託 委託費 126,734 未払

費用

128,573

 

　　(注)　１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高

には消費税等が含まれております。

　 　　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　(1) 出向者負担金については、親会社の給料基準に基づいて金額を決定しております。

　　　　　　(2) 運用受託報酬の受取、投資助言報酬の受取、リエゾン報酬の受取、再委託費の支払等

については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　　　　　(3) 自己株式の取得については、令和7年12月12日の臨時株主総会の決議に基づいて行っ

ております。

取引価額は純資産の金額を勘案し、当事者間において協議の上決定しております。
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　２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　(1) 親会社情報

　　　　マニュライフ生命保険株式会社　（非上場）

　　　　The Manufacturers Life Insurance Company　（非上場）

 

（１株当たり情報）

前事業年度 当事業年度

（自　令和 6年 4月 1日 （自　令和 7年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日） 至　令和 8年 3月31日）

１株当たり純資産額 4,024,523.50円 １株当たり純資産額 6,304,055.47円

１株当たり当期純利益金額 1,160,170.85円 １株当たり当期純利益金額 1,796,217.55円

      

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

前事業年度 当事業年度

（自　令和 6年 4月 1日 （自　令和 7年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日） 至　令和 8年 3月31日）

当期純利益金額（千円） 1,140,638 971,212

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 1,140,638 971,212

普通株式の期中平均株式数（株） 983 541

 

（重要な後発事象）

　　該当事項なし
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

原届出書「第三部 委託会社等の情報　第２ その他の関係法人の概況　１ 名称、資本金の額及び事業

の内容」につきましては、以下の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

（１）受託会社

名　　称 資本金の額

（2025年3月末現在）

事業の内容

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 87,550百万円 銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼業等に関する法律に基づき信

託業務を営んでいます。

（再信託受託会社）

株式会社日本カストディ銀行

51,000百万円

 

（２）販売会社

名　　称 資本金の額

（2025年3月末現在）

事業の内容

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 135,000百万円 金融商品取引法に定める第一種

金融商品取引業を営んでいま

す。
水戸証券株式会社 12,272百万円
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

2026年7月24日

 

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所
 
 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　久保 直毅

 

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げ

られている好利回り円債・短期戦略ファンド（年４回決算型）の2025年10月31日から2026年5月15日までの特定期間の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、好利回り

円債・短期戦略ファンド（年４回決算型）の2026年5月15日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する特定期間の

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社及びファンドから独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書及び有価証券届出書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の

情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、経営者に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公

認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上

 

（注）1．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

 

次へ

EDINET提出書類

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社(E30703)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

70/72



独立監査人の監査報告書

令和８年５月２９日

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社

　取　締　役　会　　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人

東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士　　　水永　真太郎

 

 

 

監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委
託会社等の経理状況」に掲げられているマニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社
の令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの第２２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社の令和８年３月３１日現在
の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
 
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
その他の記載内容
　その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びそ
の監査報告書以外の情報である。
　当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいか
なる作業も実施していない。
 
財務諸表に対する経営者及び監査役の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
 
財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれ
る場合に、重要性があると判断される。

EDINET提出書類

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社(E30703)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

71/72



　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並
びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　　上

 

(注 1) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

(注 2) XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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